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建築BIM環境整備部会の取組内容について

〇令和２年３月に策定した「建築分野におけるBIMの標準ワークフローとその活用方策に関する
ガイドライン（第１版）」で定める標準ワークフローを前提に、官民の建築プロジェクトで検証を実施。
〇官民の建築プロジェクトでの検証の結果、
・標準ワークフローの大きな枠組みは汎用的に各プロジェクトで適用された。
・標準ワークフローに基づく運用上の留意点等や、 BIMの定量的な活用メリット等が提言された。
・BEP（BIM実行計画書）/EIR（BIM発注者情報要件）等を含む成果物が報告された。

令和３年度

令和２年度

令和４年度

〇令和２年度に引き続き、様々な課題等について官民の試行プロジェクトによる検証（モデル事業）を
進めつつ、令和２年度の検証結果を基に議論を実施し、ガイドライン（第２版）へと改定。

（令和４年３月）
〇今後のBIMの普及に向け、関係団体での取り組み状況の確認や、今後の方策について議論を実施。

〇昨年度に引き続き、ガイドライン（第2版）に基づき、引き続き官民の試行プロジェクト(モデル事業)に
よる検証を進め、残された共通課題の解決や、継続的なガイドライン改定等に向け検討を行った。

〇さらに、変化する社会状況を踏まえて、目指すべき社会像を具体化するとともに、部会を横断する課題・
データの利用拡大に資する重要課題を特定し、体制の見直しとともに年限を示し工程を提示する方針
のもと、将来像と工程表の改定（増補）として取り纏め。
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BIMを活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業

建築分野において生産性向上や産業転換、価値創出等に資するBIMの活用を促進するため、設計・施工等のプロセ
スを横断してBIMを活用する試行的な建築プロジェクトにおけるBIM導入の効果等を検証する取組みを支援する。

有識者、関係団体等から構成される建築BIM推進会議で策定された「建築分野におけるBIMの標準ワークフローと
その活用方策に関するガイドライン（第２版）」（令和４年3月）に沿って、BIMを活用する試行的な建築プロジェクト
について実施される、効果検証・課題分析等の取り組みに要する費用（検証に直接必要となる人件費等）を支援。
※既に実施済みのプロジェクトで改めてBIMを活用して検証するものや、増改築工事に係るプロジェクトも含む。
※プロジェクト全体の効果検証等だけでなく、その一部分（例：設計・施工等のプロセス間、又はプロセス内等）の効果検証等を含む。

支援対象

〇補助額：定額 〇成果物：検証等結果を報告書にまとめ、公表
〇補助事業の期間：原則単年度
〇応募資格：民間事業者等 ※検証等の対象となる建築プロジェクトの発注者等の了解を得ていることが必要

補助率等

令和４年度の公募概要・スケジュール等
【Ａ 先導事業者型】：先導性をもった事業者の中から、令和２・３年度に検証されていない内容であり、かつ特に発注

者メリットを含む検証等を行うもの（1次：令和４年７月８日公表：採択４件、2次：令和4年９月12日公表：採択４件）

【Ｂ パートナー事業者型】（注：補助対象外）：令和２・３年度に検証されていない内容であり、広範なメリットや課
題について検証等を行い、建築BIM推進会議に連携・提言を行うもので、評価委員会にて一定の評価
を受け、自らの費用負担にて事業を実施するもの（令和４年７月８日公表：採択３件）

【Ｃ 中小事業者BIM試行型】：中小事業者が事業者間でグループを形成し、試行的にBIMを活用し、 BIMの普及に
向けた課題解決策の検証等を行うもの（1次：令和４年７月２５日公表：採択３件、2次：令和4年９月12日公表：採択１件）

①ガイドラインに沿って行われるプロジェクトにおける、BIM活用による生産性向上や価値創出等のメリット（特に発注者メリット）の検証等
②関係事業者が、ガイドラインに沿ってBIMデータを受渡し等しつつ連携するにあたっての課題（特に発注者・受注者の役割分担）の分析等
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令和４年度BIMモデル事業 採択事業一覧

令和４年度 中小事業者BIM試行型 事業者

１ BIM モデルを活用した数量積算の有効性検証と提言 株式会社フジキ建築事務所／株式会社遠藤克彦建築研究所

２
BIM とモバイル端末をベースとした維持管理フロー、大規模修繕のための調査・計画手法の
検討

一般社団法人スマートシティサーベイ／ONESTRUCTION 株式
会社／ESRI ジャパン株式会社

３ アトリエ系設計事務所におけるBIM クラウド協働作業の一般化とルール化の普及推進計画
久保田章敬建築研究所一級建築士事務所／峰設計株式会社

／真喜屋構造設計室／株式会社酒巻設備設計事務所

４ 小規模仮想プロジェクトにおける発注者および設計者向けBIM活用ワークフローの検証
株式会社ixrea／ゲンプラン設計株式会社
株式会社志賀設計室／株式会社西野設計

（番号順は各事業の応募書類の受付順による）

令和４年度 先導事業者型 事業者

１
拡張進化型維持管理システムを活用したプロセスマネジメントにおける
業務効率化の効果検証と課題分析

株式会社梓設計／株式会社梓総合研究所／戸田建設株式会社
株式会社ハリマビステム

２
フィージビリティスタディBIM - F/S BIM
―庁舎建築BIM を用いた概算手法の検証―

株式会社石本建築事務所／株式会社エステム建築事務所

３
やさしいBIM を用いた発注者によるライフサイクルアセスメント
業務の効率化検証

日建設計コンストラクション・マネジメント株式会社

４ BIM Uses Definitions～BIM の効果的な活用を促すためのハンドブック 株式会社日建設計

５ Uniclassを付与した実施設計BIMモデルによる概算コスト算出手法の検証 株式会社フジキ建築事務所／㈱奥野設計／協栄産業㈱

６ 鉄道施設における設計フロントローディングを用いた効率化の検討 株式会社JR東日本建築設計／㈱構造計画研究所

７
新しい設計概算手法によるコスト算出の迅速化とAIコスト予測に関する評価・検証およびBIMモデ
ル×自律型ドローンを活用した遠隔工事監理手法（進捗管理効率化）に関する評価・検証

東洋建設株式会社

８ 維持管理BIMシステムの高度化・迅速化の検証 株式会社奥村組／株式会社 アラヤ

令和４年度 パートナー事業者型 事業者

１ 発注者のBIM 活用のための「デジタル・ケイパビリティ」構築支援に関する検証 明豊ファシリティワークス株式会社

２
建設不動産バリューチェーンのBIM 連携での維持管理・運用段階の発注者メリットと
データ要件の検証

東急建設株式会社／株式会社東急コミュニティー

３ 鋼製建具生産サプライチェーンにおける生産性向上のためのBIM 活用方法の検証
野原ホールディングス株式会社／野原産業エンジニアリング株式
会社／東亜建設工業株式会社
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＜提案名＞
新菱冷熱工業株式会社中央研究所新築計画における建物のライフ
サイクルにわたるBIM活用の効果検証と課題分析（ステージS2～S4）
・設備サブコンが発注者/維持管理者を兼ねた提案。
・設計から維持管理まで一貫してBIMを活用し、特に設計段階への設備
施工のフロントローディング（施工技術コンサルティング）の効果を検証。

令和４年度BIMモデル事業 採択事業一覧 （継続）

令和３年度からの継続事業 事業者

１
エービーシー商会新本社ビルにおける建物運用・維持管理段階でのBIM活用効果検証・課題
分析

株式会社安井建築設計事務所／日本管財株式会社
／株式会社エービーシー商会

２
新菱冷熱工業株式会社中央研究所新築計画における建物のライフサイクルにわたる
BIM 活用の効果検証と課題分析

新菱冷熱工業株式会社／株式会社竹中工務店

３
地域の設計業者を束ねたフルBIMモデル構築と地方ゼネコンにおけるBIM規格の有効性確認
とその効果検証

美保テクノス株式会社／ほか６社

４ 千葉県BIM推進会議 千葉県耐震判定協議会／ほか３社

５ BIMによるライフサイクルアセスメント（LCA）への展開と有効性の検証 株式会社ＦＭシステム／東京都立大学

＜提案名＞
エービーシー商会新本社ビルにおける建物運用・維持管理段階での
BIM活用効果検証・課題分析
・建築士事務所と発注者/維持管理者による共同提案。
・設計者がライフサイクルコンサルティングを行いつつ、
施工段階で維持管理BIMを作成。
・上記フローにおける情報入力ルールやBEP/EIRのあり方などを検討。

安井建築設計事務所/日本管財/エービーシー商会

設計者と発注者/維持管理者の連携体制

【区分】新築 【用途】事務所

発注者の目的に応じた維持管理BIMの構築 設計段階への設備施工のフロントローディング

【区分】新築 【用途】研究所
新菱冷熱工業
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BIMモデル事業 検証・分析事例集の作成について

〇建築分野におけるBIM活用・デジタルデータ活用の普及を図るため、令和２・３年度のモ
デル事業における検証・分析成果を一覧する事例集を作成。国交省HPにてPDF公開予定

Ⅰ．目的
• BIMモデル事業において各事業の検証・分析報告書で
まとめられた成果を幅広く周知し、活用しやすくする
ため、各事業者の検証・分析概要等を総覧、コンパク
トかつ分かりやすく紹介する事例集を作成

Ⅱ．掲載・整理対象
• R2年度モデル事業（8）及び連携事業（※）

• R3年度モデル事業

（先導事業者型（7）、パートナー事業者型（5）、

中小事業者BIM試行型（9））

※事業者にOKを頂けた場合

Ⅲ．構成・目次
１．BIMモデル事業の概要
（１）背景

（２）目的

（３）採択事業の概要一覧

２．BIM活用による効果検証、BIMデータの活
用・連携に伴う課題分析の事例

（１）プロジェクトの概要別一覧（構造、用途、業務ｽﾃｰｼﾞ等）

（２）課題分析のキーワード別一覧

（３）各事業の概要（R2年度連携事業はコラムとして
簡単に紹介）

３．中小事業者グループによるBIM導入等に
係る課題分析と効果検証、課題等への対
応方策検討の事例

（１）プロジェクトの概要別一覧（構造、用途、業務ｽﾃｰｼﾞ等）

（２）課題分析のキーワード別一覧

（３）各事業の概要
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○各事業の取組みを概観するためのキーワード
整理・カテゴライズ・マッピング

• 2.：BIMガイドライン（第1版・第2版）に沿った効果検証・
課題分析などに取り組む事業であることを踏まえ、 BIMガ
イドライン（第2版）の節などを意識したカテゴライズ・
マッピングを実施。

• 3.：中小事業者のBIM普及に向けた課題分析などに取り組む
事業であること踏まえ、カテゴライズ・マッピング化を実
施。



BIMモデル事業 検証・分析事例集 取組の見取り図の作成
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■先導事業者型・パートナー事業者型等 課題分析のキーワード別一覧（2022.3.28案・抜粋）

キーワード

年度 型 事業名
事業者
（一部省
略）

単独棟
/複数
棟

1.BIM活用
の意義・
メリット

2.発注
者の役
割と、
EIR・
BEP

3.多様
な関係
者の協
働

4.設計～施工段
階で連携しBIMを
活用する手法

5.維持管理・運
用段階でBIMを活
用する手法

6.デジタル情報の受
け渡しなどに関する

留意事項
7.その他

L
C

コ
ン
サ
ル

発
注
者
等
メ
リ
ッ
ト
・
役
割

環
境
配
慮

E
I
R

・B
EP

C
D
E

環
境

コ
ス
ト
管
理
・
積
算

設
計･

施
工
連
携

施
工
技
術
コ
ン
サ
ル

フ
ロ
ン
ト
ロ
ー
デ
ィ
ン
グ

製
作
連
携

遠
隔
臨
場

維
持
管
理B

I
M

作
成

維
持
管
理
と
の
連
携

運
用
と
の
連
携

B
I
M-

FM
既
存
建
築
物B

I
M

作
成

情
報
共
有

ビ
ュ
ー
ア

入
力
ル
ー
ル
等

L
O
D

分
類
コ
ー
ド

I
F
C

変
換

建
築
確
認
等
へ
の
展
開

竣
工B

I
M

モ
デ
ル

著
作
権

ライフ
サイク
ル全般
を対象
とした
取組

R2年度
モデル
事業

新菱冷熱工業株式会社中央研究所新築
計画における建物のライフサイクルに
わたるBIM活用の効果検証・課題分析

新菱冷熱工
業㈱

● ● ● ● ●

R3年度
継続事
業

新菱冷熱工業株式会社中央研究所新築
計画における建物のライフサイクルに
わたるBIM活用の効果検証・課題分析

新菱冷熱工
業㈱

● ● ● ● ●

R2年度
モデル
事業

Life Cycle BIM
㈱日建設計、
清水建設㈱

● ● ● ● ●

R3年度
先導
事業者
型

Life Cycle Consulting発注者視点で
のBIM・LCCに関する効果検証・課題分
析

㈱日建設計、
㈱荒井商店

● ● ● ● ● ●

R2年度
モデル
事業

建物のライフサイクルを通した発注者
によるBIM活用の有効性検証

日建設計CM
㈱

複数棟 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

R3年度
先導
事業者
型

建物のライフサイクルを通した発注者
によるBIM 活用の有効性検証

日建設計CM
㈱、日本郵
政㈱

複数棟 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

R3年度
ﾊﾟｰﾄﾅｰ
事業者
型

BIMを活用した建物ライフサイクル情
報管理とデジタルツイン及びソフト
ウェアエコシステムによる支援の検証

鹿島建設㈱ 複数棟 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

R3年度
ﾊﾟｰﾄﾅｰ
事業者
型

発注者の資産となるべき情報のBIM活
用における調査・検証・課題分析

明豊ファシ
リティワー
クス㈱

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●



BIMモデル事業 検証・分析事例集 取組の見取り図の作成

■ 中小事業者BIM試行型 取組のカテゴライズ（整理）のイメージ
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年度 事業名
事業者

（一部省略）

1.BIMを
知る

２.BIM導入
時の作業環
境づくり

３.BIM導入
後の作業効
率UP

４．BIMデータの共有・
連携

5.様々なデジ
タルデータと

連動
６.その他

B
I
M

情
報

講
習
会
・
セ
ミ
ナ
ー
・
体
験
会

B
I
M

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

活
用
の
目
的
の
明
確
化

初
期
設
定
・
環
境
整
備

サ
ポ
ー
ト
体
制

B
I
M

とC
AD

と
の
使
分
け

B
I
M

デ
ー
タ
の
効
果
的
活
用

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
等
の
体
制

共
通
デ
ー
タ
環
境
の
整
備

ノ
ンB

I
M

ユ
ー
ザ
ー
と
の
共
同
設

計
・
作
業
環
境
づ
く
り

設
計
フ
ェ
ー
ズ
デ
ー
タ
連
携

施
工
フ
ェ
ー
ズ
デ
ー
タ
連
携

維
持
管
理
フ
ェ
ー
ズ
デ
ー
タ
連
携

フ
ェ
ー
ズ
横
断
デ
ー
タ
連
携

G
I
S

や
点
群
デ
ー
タ
連
動

I
C
T

連
動

建
物
運
用
へ
の
展
開

ア
ク
テ
ィ
ブ
デ
ー
タ
連
動

建
築
確
認
等
へ
の
展
開

B
I
M

ス
タ
ー
タ
ー
パ
ッ
ク

フ
ルB

I
M

モ
デ
ル
構
築
に
か
か
る

環
境
整
備
コ
ス
ト

B
I
M

とF
M

モ
デ
ル
の
管
理
コ
ー
ド

の
整
備

ゲ
ー
ム
エ
ン
ジ
ン
活
用

主に設
計段階
を対象と
した
取組

R3年度 ヒロシマ BIM プロジェクト
ヒロシマBIM
プロジェクト
チーム

● ● ● ● ● ● ● ●

R3年度
個別またはクラウド共同設計における、
構造種類別 BIM スターターパックと、
BIM 支援環境整備の有効性検証の提案

フローワーク
ス合同会社他

● ● ● ● ● ● ● ●

R3年度
（R4年度
継続）

千葉県 BIM 推進会議
千葉県耐震判
定協議会

● ● ● ● ● ● ●

R3年度
地方における地場業者間での BIM 連
携モデル検証

（株）ixrea、
（株）渡辺組

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

主に設
計～施
工段階
を対象と
した
取組

R3年度
（R4年度
継続）

地域の設計業者を束ねたフル BIM モ
デル構築と地方ゼネコンにおける BIM 
規格の有効性確認とその効果検証

美保テクノス
（株）他

● ● ● ● ● ● ● ● ●

R3年度
庄内 BIM 研究会における BIM 活性化
に向けたケースメソッドとワークフ
ローへのアプローチ

庄内BIM 研究
会

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

R3年度
内装専門工事業者による施工 BIM 活
用の検証と提言

新日本建工
（株）他

● ● ● ● ● ●

R3年度
仮想 PJ 見谷ビル新築工事における
BIM 活用による基礎工事の施工効率化
の試行

見谷組（株）、
轟建設（株）

● ● ● ● ●

R3年度
（R4年度
継続）

BIM によるライフサイクルアセスメン
ト（LCA）への展開と有効性の検証

FM システム
（株）、東京
都立大学

● ● ● ● ● ●

BIMモデル事業 検証・分析事例集 取組の見取り図の作成

■中小事業者BIM試行型 課題分析のキーワード別一覧（2022.3.28案）
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BIMモデル事業 検証・分析事例集 事業概要ページ

10

■R2年度モデル事業等 各事業の概要ページの構成案○ 1事業あたり見開き２ページで、事業概要と検証・分析の内容をコンパクトかつ分かりやすく紹介。

■先導事業者型・パートナー事業者型等 各事業の概要ページの構成例 キーワード



建築ＢＩＭの将来像と工程表 社会課題への対応と目指す将来像

社会課題

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少 新しい働き方・生活様式への変化 地球温暖化・災害の激甚化、頻発化

実現する社会 BIM-Level２

目指す将来像 BIM-Level3

建築分野と他分野（都市、不動産、交通、物流、観光、福祉、エネルギー等）の情報が連携・蓄積・活用できる社会の構築
省人化 女性活躍 建築物・都市の維持管理の効率化 地方創生 グリーン化 防災政策の高度化 新サービスの創出

11

BIM間連携：BIMs

Data連携：iBIM

等

BIM確認申請
による効率化

建築確認のオンライン化

申請／審査者マニュアル

横断的活用の円滑化
による協働の実現

属性情報の標準化

FM/PM/BMの
高度化・効率化

維持管理・運用手法の類型化

書き出し／読み込み ルールの策定

オープンなファイルフォーマット

確認申請用CDEの構築

確認申請に必要な属性情報の
書き出し／読み込み ルールの策定

BIM積算手法の策定

手法に応じて必要な属性情報
の分類体系・標準化

修繕・改修における活用手法
の標準化

既存建築物のBIM化手法策定

安全・省エネな建築物の安定した供給 スムーズにデータを共有・引き継ぎ 維持管理・運用段階での活用

基本計画・設計・施工の効率化



BIMによる建築確認

BIMデータから出力されたIFCデータとPDF図面の
提出により、図面間の整合チェックが不要となり、審
査期間の短縮に寄与

BIMデータ

提出

提出

（生データ）

：審査対象範囲：CDE上での提出範囲※ IFC：BIMの共通ファイルフォーマット

BIM図面審査

開始
2025

並行して検討全国展開
2027

IFCデータを活用した
審査対象を順次拡大

将来像

IFCデータを審査に活用し、審査に必要な情報が自
動表示されることにより、更なる審査の効率化（審
査期間の更なる短縮）に寄与

BIMデータ審査

PDF図面

BIMデータ

提出

提出

審査対象
IFCデータによる審査対象以外

（生データ）

IFC※データ

３D
＋属性
情報

２D

審査対象
従来と同様の申請図書

IFC※データ

３D 
(＋属性情報)

ビューア

●●●

審査対象
＋

参考扱い
PDF図面間の整合性担保のため提出

PDF図面

２D

審査に必要な情報
が自動表示

12



BIMによる建築確認の環境整備
2023年度
（R5）

2024年度
（R6）

2025年度
（R7）

2026年度
（R8）

2027年度
（R9）

2028年度以降
（R10）

建築確認のオンライン化

確認申請用CDEの構築

BIMデータ審査の検討

１．BIMによる建築確認の環境整備

13

新築する建築物のほぼ全てが経る確認申請をBIMデータを用いて行うことができるようにすることで、申請・
審査の効率化を図るとともに、共通化されたBIMデータやその伝達手法を社会に共有し、BIMの可能性を更に
広げる。

BIMソフトウェアの種類によらず申請者・審査者が
データを共有・閲覧可能とするため、確認申請用
IFCのルールを策定し、確認申請用IFCのビュー
アー機能等を有する確認申請用CDE ※を整備
BIMデータから出力された2D図面(PDF)であること
の確認により整合性審査を省略し効率化すること
を目指す

BIM図面審査

確認申請に
必要な属性
情報の整理

確認申請図書作成ツール等の開発・普及
（標準テンプレート等）

電子申請受付システムの整備

確認申請用IFCルールの策定
（確認用書き出し/読み込みルール）

既存の法チェックツールの整理

審査補助機能の検討
（数値チェックの補助・審査箇所の自動表示等）

BIMデータ
審査試行

制度の検討・改正
（審査方法、明示事項、図書保存等）

電子申請受付システムの整備や、BIMデータから2D
図面を出力するためのツール等を開発

BIMデータ(IFC)の一部を審査対象として、2D図面
の一部省略や審査補助機能による効率化を目指し、
審査手法や制度措置等について検討

確認申請用CDEの構築
（ビューア、データ共有、IFCとPDFの整合確認機能等）

BIM図面審査

ルールに基づいたモデリング/書き出しに
より作成されたIFCデータを確認申請用
CDEで参照しながら、2D図面(PDF)の審査
を行う。BIMデータから出力されたIFC
データと2D図面(PDF)の同一性の確認によ
り、図面間の整合性審査を省略し効率化。

確認申請用CDE 機能追加
（審査補助機能）

BIMデータ※審査

BIMデータ(IFC)の一部を審査対象
とし、機能拡張したビューアによ
る各種数値計算や面積算定等の審
査補助機能の活用により、審査業
務を効率化。

※BIMデータ：BIM モデルに加え、BIM 上での2D による加筆も含めた全体の情報をいう。

▼マニュアル策定（適宜 verUP）

建築ＢＩＭの将来像と工程表 ロードマップ

電子申請・BIMによ
る申請図書作成の
普及

BIMソフト実装 確認申請用IFCの確認等

BIMデータ審査に必要な情報の整理

※CDE(Common Data Environment)：共通データ環境



データ連携環境の整備 2023年度
（R5）

2024年度
（R6）

2025年度
（R7）

2026年度
（R8）

2027年度
（R9）

2028年度以降
（R10）

属性情報の標準化

ソフト間での連携

外部データとの連携

14

S0～S7において必要な属性情報の
ルール確立・実装

本格運用・検証/改善

コストマネジメント手法の確立

段階的な試行

S0～S5において必要な
属性情報の整理

（項目、名称ID、データ型 等）

概算手法の
ユースケース

整理

概算手法の
策定

オブジェクトが有する属性情報について、項目・
名称ID・入力方法等を標準化し、データの在り処
を共通化

データ連携の基盤となるフォーマットを整備する
とともに、受け渡しのプロセスと手法を確立

実装・試行

IFCルール等の策定
（書き出し/読み込みルール）

属性情報の標準化を踏まえ、オブジェクトを単位
とした外部データベースとの連携や運用・マネジ
メント手法を確立

▼ガイドライン等に反映

BIMソフト実装 IFCの確認等

建築分野における

データ連携手法の策定

（中間ﾌｧｲﾙﾌｫｰﾏｯﾄ・IFC）

仕様書等との連携・運用方法の検討

▼標準パラメータリスト公開

２．データ連携環境の整備

データ入力ルール等の整備（データの標準化）とデータの受け渡しルール等の共通化を進めることで、
設計・施工・維持管理等プレーヤー間でのBIMデータの横断的活用を進め、建築分野における生産性
向上を実現する。

建築ＢＩＭの将来像と工程表 ロードマップ

本格運用・検証/改善



維持管理・運用段階における
デジタル化 2023年度

（R5）
2024年度
（R6）

2025年度
（R7）

2026年度
（R8）

2027年度
（R9）

2028年度以降
（R10）

維持管理BIMの定義

（修繕・改修・運営・施設管理）

運用BIMの定義

（建物データの運用）

オープンデータ化の検討

既存建築物のBIM化手法策定

15

PLATEAUや不動産IDと連携したデジタルツインの試行 デジタルツインの実装

既存建築物のBIM化手法の確立

PLATEAUと紐付を行うデータの整理

既存建築物のBIM化手法の開発

維持管理段階でのBIM活用による人件費等のコスト
や消費エネルギーの削減を目指し、必要な形状・
属性情報を整理

BIMデータ自体が社会的資産として活用されるよう
建物評価への活用や各種データベースとの連携な
どの手法を確立

既存建築物をBIM化することで、既存建築物の維持
管理・運用やデジタルツインの整備に活用

公開ルールの策定

各種データ
ベースとの連
携検証

活用手法・ワー
クフローの策定

ユースケース
整理

必要な形状・属性情報の整理
（標準形・詳細度等）

ユースケース
開発

BIM-FM・IoT機器・各種データベース等との
データ連携手法の策定・展開

▼ガイドライン等に反映

運用手法の策定

BIMデータに含まれる情報の公開について、ユース
ケースや権利関係を踏まえた上で、活用に向けた
ルールを策定

他分野と連携した
建物データの運用

３．維持管理・運用段階におけるデジタル化

維持管理・運用手法のデジタル化の中で、BIMデータを活用することにより、新築・既存建築物の
維持管理業務の効率化や、デジタルツインの実現による他分野（不動産・物流・エネルギー等）と
連携した建物データの運用を可能とする。

建築ＢＩＭの将来像と工程表 ロードマップ



建築ＢＩＭの将来像と工程表 検討体制について

○部会を横断する課題・データの利用拡大に資する重要課題について、連携すべきインプットとアウトプットを明確に
した個別のTF（タスクフォース）を設置し、社会実装を加速化

部会①
・将来像と工程表
・ガイドライン 等国土交通省

戦 略 W G
各TFの進捗管理、部会①の部会長への報告

部 会 ② 部 会 ③ 部 会 ④部 会 ⑤
BIMライブラリ

技術研究組合(BLCJ)
建築確認における
BIM活用推進協議会

日本建築積算協会Building SMART Japan

建築、構造、設備の
属性情報の標準化

（空間、床、壁、天井、防水、外壁は
未整備）

BIMの生データを用いた
審査方法の検討
審査に適したBIMビュー
アの検討

BIMによる積算手法検討
建築物の部位や設備等
の分類体系を整備

IFC・ビューア・CDEに
係る初期検討
施工段階の属性情報の
標準化（一部のみ）

BIMを活用した建築生産・維持
管理に係るワークフローの整備

BIMの形状と属性情報の標準化 BIMの情報共有基盤の整備 BIMを活用した確認検査の実施 BIMによる積算の標準化

【R5新設】

TFの運営・実施

・関連部会の主要メンバー

で構成

(必要に応じて関係団体)

・ロードマップに基づき

ワークと役割分担を整理

戦略WGの運営・実施

・定期的に各TFの進捗を

管理

審 査 T F【R5新設】

・確認審査用の属性情報の整理
・確認申請用IFC等のルール策定
・確認申請用ビューア・CDEの仕様書作成

標 準 化 T F

・設計、施工段階での属性情報の標準化
・ソフトウェア間・外部データとの連携方法の確立

【R5新設】

[リーダー：部会３]

[リーダー：部会５]

[ データ連携環境の整備 ]

[ BIMによる建築確認の環境整備 ]

[維持管理・運用段階
におけるデジタル化]
は別途検討

16
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建築分野におけるBIMの活用・普及状況 実態調査について

〇 建築分野における現時点のBIMの活用・普及状況を確認するため、アンケートによる
下記の実態調査を実施。

アンケート名
令和4年度 BIMの活用状況・普及拡大に関するアンケート

調査目的
現時点での建築分野におけるBIMの活用状況や活用における課題等を把握・整理、
令和2年度調査との比較により、普及状況と今後の普及に向けた課題について分析

実施時期
令和4年11月17日～令和4年12月16日

実施方法
建築BIM推進会議に参加する下記の13団体に、広く会員の回答を依頼。
特に、団体ごとに各会員の関係部署単位での回答を依頼。

団体名 回答依頼部署

設計関係
団体（７
団体）

（公社）日本建築士会連合会

意匠設計関連部署（一社）日本建築士事務所協
会連合会

（公社）日本建築家協会

（一社）日本建築構造技術者
協会

構造設計関連部署

（一社）日本設備設計事務所
協会連合会

設備設計関連部署
（一社）建築設備技術者協会

（公社）日本建築積算協会 積算業務関連部署

団体名 回答依頼部署

施工関係
団体
（４団体）

（一社）日本建設業連合会
①設計関連部署
②施工関連部署

（一社）全国建設業協会 施工関連部署

（一社）日本空調衛生工事
業協会

空調衛生工事関連部署

（一社）日本電設工業協会 電気設備工事関連部署

維持管
理・
発注者
関係団体
等（２団
体）

（一社）住宅生産団体連合
会

戸建住宅関連部署

（公社）日本ファシリティ
マネジメント協会

ファシリティマネジメ
ント

関連部署



ポイント① BIMの導入状況（分野別）

18

Q3：所属する企業におけるBIMの導入状況【分野別】（単一回答/％）

〇導入している企業は令和2年度：46.2%に対し、令和4年度：48.4%。

〇専門設計事務所および専門工事会社では、令和4年度の方が令和2年度より導入している割合が高い。

〇総合建設業では、令和4年度の方が令和2年度より導入している割合が低い。

＜専門設計事務所の主な内訳＞

〇令和2年度 〇令和4年度

58.4

37.7

27.5

30.8

41.6

62.3

72.5

69.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

意匠設計[n=77]

構造設計[n=61]

設備設計[n=171]

積算[n=65]

46.2

81.2

32.6

48.8

50.4

53.4

18.8

67.4

50.8

49.6

0.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[n=813]

総合設計事務所[n=117]

専門設計事務所[n=285]

総合建設業[n=250]

専門工事会社[n=117]

48.4

81.4

41.3

41.1

60.0

50.4

17.4

58.2

58.3

38.9

1.1

1.2

0.5

0.7

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[n=696]

総合設計事務所

[n=86]

専門設計事務所

[n=184]

総合建設業

[n=302]

専門工事会社

[n=95]

64.1

52.0

35.9

35.0

33.3

44.0

63.4

65.0

2.6

4.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

意匠設計

[n=39]

構造設計

[n=25]

設備設計

[n=142]

積算

[n=60]

導入している 導入していない 不明

全体［n=813］ 全体［n=696］

専門設計事務所［n=285］ 専門設計事務所［n=184］
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Q3：所属する企業におけるBIMの導入状況【規模別（従業員数）】（単一回答/％ ）

〇令和2年度 〇令和4年度

〇1-100人規模の企業、101人以上の企業それぞれについて、令和4年度の方が令和2年度よりも導入している割合が高
い。

全体［n=813］ 全体［n=696］

48.4

26.9

38.5

33.3

42.3

51.9

25.0

35.3

56.2

86.2

85.7

62.5

87.8

85.7

50.4

71.2

61.5

63.0

56.4

44.2

75.0

64.7

43.8

13.8

14.3

37.5

12.2

14.3

1.1

1.9

3.7

1.3

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[n=696]

１人～２人[n=52]

３人～５人[n=39]

６人～10人[n=54]

11人～20人[n=78]

21人～30人[n=52]

31人～50人[n=76]

51人～100人[n=102]

101人～300人[n=89]

301人～500人[n=29]

501人～1000人[n=28]

1001人～2000人[n=24]

2001人～5000人[n=41]

5001人以上[n=28]

導入している 導入していない 不明

46.2

20.0

23.6

29.0

36.7

34.5

35.2

32.4

50.5

68.0

83.3

69.2

84.1

87.8

53.4

80.0

76.4

71.0

63.3

63.6

64.8

67.6

49.5

32.0

16.7

30.8

15.9

12.2

0.4

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[n=813]

１人～２人[n=80]

３人～５人[n=55]

６人～10人[n=69]

11人～20人[n=79]

21人～30人[n=55]

31人～50人[n=71]

51人～100人[n=74]

101人～300人[n=97]

301人～500人[n=50]

501人～1000人[n=48]

1001人～2000人[n=39]

2001人～5000人[n=44]

5001人以上[n=49]

n=453
(全体の
65.1%)

導入率
35.8%

n=239
(全体の
34.3%)

72.8%
導入

n=483
(全体の
59.4%)

導入率
30.2%

n=327
(全体の
40.2%)

導入率
70.3%
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QⅡ-1：今後のBIMの導入予定【分野別】 (単一回答/％）

BIM未導入[n=434] BIM未導入[n=359]

〇3年以内に導入する予定がある、もしくは導入に興味がある部署は令和2年度：50.2%に対し、令和4年度：58.5%。

〇専門設計事務所（小分類では構造設計、設備設計）、総合建設業、専門工事会社で令和4年度の方が令和2年度より
導入する予定がある、もしくは興味がある割合が高い。

〇令和2年度 〇令和4年度

8.5

8.9

8.7

8.6

41.7

59.1

45.3

37.0

34.5

47.0

36.4

45.3

48.8

55.2

2.8

4.5

0.5

5.5

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[n=434]

総合設計事務所[n=22]

専門設計事務所[n=192]

総合建設業[n=127]

専門工事会社[n=58]

10.0

14.8

9.0

7.9

48.5

56.3

47.2

48.3

47.4

39.8

37.5

37.0

41.6

44.7

1.7

6.3

0.9

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[n=359]

総合設計事務所

[n=16]

専門設計事務所

[n=108]

総合建設業

[n=178]

専門工事会社

[n=38]

7.1

8.3

15.4

10.3

57.1

58.3

44.0

48.7

28.6

25.0

39.6

41.0

7.1

8.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

意匠設計[n=14]

構造設計[n=12]

設備設計[n=91]

積算[n=39]

３年以内に導入する予定がある 導入の予定はないが導入に興味がある
導入予定はない・未定 不明

18.8

21.1

7.3

11.1

50.0

34.2

43.5

51.1

31.3

44.7

49.2

35.6 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

意匠設計[n=32]

構造設計[n=38]

設備設計[n=124]

積算[n=45]

＜専門設計事務所の主な内訳＞ 専門設計事務所[n=192] 専門設計事務所[n=108]

50.2

54.2

45.7

43.1

68.8

55.3

50.8

62.2

58.5

62.0

57.3

55.3

66.6

59.4

59.0

64.2



72.9

67.6

67.1

62.4

57.1

54.8

53.3

47.1

43.8

40.5

38.6

37.6

33.3

27.1

4.3

7.6

63.3

67.4

64.2

71.1

51.8

57.3

52.3

44.5

36.2

48.2

42.7

46.3

32.6

12.4

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BIMに係るコスト（ソフト・人材育成等）が低減すること

公共発注でBIM活用が求められること

BIMの導入による費用対効果が明らかになること

業務をBIMに円滑に切り替え、習熟していく手法が明らかとなること

協力会社等、業務上の関係者がBIM活用を進めること

BIMを扱える技術者が業界に増えること

民間発注でBIM活用が求められること

メーカーの提供するBIMオブジェクト等の図面材料が充実化すること

各種行政手続き（確認申請等）でBIMを活用し、電子申請を容易に行えるようになること

データの連携手法や、真正性・セキュリティ確保等の環境が整うこと

BIMデータの長期的な真正性や見読性が確保されること

分類体系が整備され、コストマネジメントが容易になること

他の同規模同業者がBIM活用を進めていること

製作機械への連携等、BIMデータを活用した部材の製作が普及・容易になること

テレワークが進展すること

その他令和4年度[n=210] 令和2年度[n=218]
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QⅡ-3：今後BIMの導入を決断する契機として考えられるもの
【 QⅡ-1で「②導入の予定はないが導入に興味がある」「③３年以内に導入する予定がある」 を選んだ部署】
（複数回答/%）

〇令和4年度の方が令和2年度より5%以上高い項目は「BIMに係るコスト低減」「協力会社等のBIM活用」「確認申請等
でのBIM活用による電子申請の容易化」。

導入に興味がある、または3年以内に導入予定がある部署

※グレー囲みは令和4年度のみの選択肢


